
 

 

第 10期介護保険事業計画策定支援業務プロポーザル実施要領 

 

１ 業務の概要 

（１）業 務 名  第 10期介護保険事業計画策定支援業務 

（２）業 務 内 容  別紙「仕様書」のとおり 

（３）業 務 期 間  契約締結日から令和９年３月 29日まで 

（４）業 務 場 所  東三河広域連合の指定する場所 

（５）契約上限金額  金 38,372千円 

（うち令和７年度業務分が金 23,992千円、令和８年度業務分が 

金 14,380千円。いずれも消費税及び地方消費税を含む。） 

 

２ プロポーザルに参加する者に必要な資格 

プロポーザルの参加資格は、次の各号に掲げる要件を全て満たすこととする。 

（１）プロポーザル参加意向申出書の提出日現在において満たすべき要件 

  ア 豊橋市、豊川市、蒲郡市、新城市、田原市、設楽町、東栄町及び豊根村（以下「構成市町

村」という。）のいずれかにおいて、営業種目が大分類：役務の提供等、中分類：調査委託に

ついて登録されていること。 

イ 令和元年度以降に、元請として、政令指定都市、中核市、施行時特例市、特別区又は広域

連合が発注する介護保険事業計画策定支援に関する業務を履行した実績を有する者であるこ

と。 

（２）本プロポーザルの公告の日から契約候補者特定までの間において満たすべき要件 

ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定に該当する者でな

いこと。 

イ 東三河広域連合又は構成市町村のいずれかにおいて、指名停止（入札参加停止）の期間が

ないこと。 

ウ 本プロポーザルの公告の日から契約候補者特定までの間に「東三河広域連合が行う事務又

は事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成 27 年５月１日付け東三河広域連合長・愛知

県豊橋警察署長・豊川警察署長・蒲郡警察署長・田原警察署長・新城警察署長・設楽警察署

長締結）に基づく排除処置を受けていないこと。 

エ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定による更生手続開始の申立てがなさ

れていない者及び民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条に基づき再生手続開始の申

立てがなされていない者。ただし、会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者又は

民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受けた者で、再度の入札参加資格審査の申請を行

い、認定を受けた者については、更生手続開始又は再生手続開始の申立てをなされなかった

者とみなす。 

 

３ 担当部局 

〒440-0806 

愛知県豊橋市八町通二丁目 16番地 豊橋市職員会館５階 

東三河広域連合 福祉事業部 介護保険課 総務グループ 



 

 

電   話：0532-26-8459・8460 

電子メールアドレス：kaigohoken【at】union.higashimikawa.lg.jp  

            ※送信の際は、「【at】」を「@」に置き換えること。 

 

４ 参加意向申出書の作成要領 

（１）参加意向申出書の様式 

参加意向申出書の様式は、様式１号に示すとおりとする。 

（２）参加意向申出書の作成及び記載上の留意事項 

応募者の会社概要（様式２号）及び応募者における同種・類似業務の受注実績（企業の本店、

支店、営業所等を含む業務の実績について５件まで）について、業務実績表（様式３号）に記

載すること。なお、業務実績表には、記載した業務の契約書の写し及び業務内容が確認できる

書類（業務仕様書の写し等）を添付すること。 

 

５ 参加意向申出書の提出及び提出期限 

（１）提出書類等 

  ア 参加意向申出書（様式１号） 

  イ ４（２）において必要とする添付書類 

（２）提出部数 

   各１部 ※提出書類は全てＡ４サイズ・縦長・左綴（２穴）ファイリングにより提出するこ

と。 

（３）提出先 

   「３ 担当部局」に同じ 

（４）提出方法 

持参（土・日曜日、祝日・休日を除く毎日午前９時から午後５時まで）又は郵送（信書便を

含む。郵便の場合、書留郵便に限る。以下同じ。）とする。 

（５）提出期限 

   令和７年５月 13日（火） 午後５時必着 

   なお、期限を過ぎて持参又は到着したものについては受付を行わない。 

 

 ※各種様式は、本広域連合ホームページに掲載しているので、ダウンロードして使用すること。 

https://www.east-mikawa.jp/2485.htm 

 

６ 参加意向申出に関する質問 

  参加意向申出書の提出に関する質問の受付及び回答については、次による。 

（１）質問先  

「３ 担当部局」に同じ 

（２）質問期間 

公告の日から令和７年５月２日（金）午後５時まで 

なお、期限を過ぎて持参又は到着したものについては受付を行わない。 

（３）質問方法 



 

 

質問書（様式４号）に必要事項を記載し、持参又は電子メールにより提出すること。なお、

電子メールにて提出する場合は、開封確認の要求を行うこと。 

（４）回答 令和７年５月９日（金）予定 

本広域連合ホームページに掲載するので、質問の有無に関わらず確認すること。 

https://www.east-mikawa.jp/2485.htm 

 

７ 提案書等の提出を要請する者の確認 

提案資格の有無を確認後、「提案資格確認結果通知書（様式５号）」により、提案書等の提出に

ついて通知する。 

 ※ 令和７年５月 20日（火）発送予定 

 

８ 提案書の作成及び記載上の留意事項 

（１）提案書作成上の基本事項 

プロポーザルは業務における取組方法について提案を求めるものであり、当該業務内容につ

いての文章を補完するための最小限の写真、イラスト、イメージ図の使用は可能であるが、提

案の内容が具体的に表現されたもの（設計図、模型等）を求めるものではない。業務に係る作

業は、東三河広域連合との契約後に、提案書に記載された内容を反映しつつ、仕様書及び東三

河広域連合が提示する資料に基づいて、協議の上、開始することとする。 

（２）提案書記載上の留意事項 

ア 提案は、文章での表現を原則とし、基本的な考え方を簡潔に記述すること。 

イ 提案書に提案者を特定することができる内容（社名、ロゴ等）を記述しないこと。 

ウ 提案書は、定められた様式に従い記載し提出すること。書類サイズは原則Ａ４版とし、使

用する文字の大きさは 10.5 ポイント以上とするが、図表等では他のポイントを使用してもよ

い。 

（３）提案内容 

   提案書には、次のテーマについて記述することとする。 

※ 東三河広域連合第９期介護保険事業計画のページ番号が記載されているものについては、

提案書作成の参考にすること 

  ア 【テーマ１】＜実施方針・品質管理・実施工程＞ 

業務受託に当たっての方針等 

  （ア）発注者への支援、支援業者のあるべき姿 

  （イ）ベストプラクティスの実践、プロジェクトの進捗管理、納品物の精度管理 

  （ウ）発注者との打合せ、発注者との合意形成 

  イ 【テーマ２】＜業務遂行力・企画提案力＞ 

仕様書記載の各種業務の実施手法、集計データ等の分析手法及び分析結果の活用手法 

  （ア）各種ニーズ調査 

    ａ 高齢者等実態把握調査（参考：第９期計画 P42～59） 

    ｂ 介護保険事業者実態把握調査（参考：第９期計画 P60～69） 

  （イ）人口等将来推計 

ａ 総人口、高齢者人口、要介護等認定者数、認知症高齢者数、世帯数などの基礎資料 



 

 

（参考：第９期計画 P16～31） 

    ｂ 介護人材の需要と供給 

  （ウ）地域分析・地域ヒアリング 

ａ 東三河地域の特徴把握と要因分析（参考：第９期計画 P70～73） 

  （エ）介護サービス見込量 

ａ 介護サービス利用状況（参考：第９期計画 P32～40、P111～139） 

ｂ 構成市町村別の介護サービス見込量（利用人数、利用回数、給付金額）（参考：第９期 

計画 P111～139） 

    ※ ｂは、「見える化」システムを使用しない場合の手法を提案すること。 

  ウ 【テーマ３】＜優位性・独創性＞ 

    提案者が有するノウハウやコンサルティング力 

  （ア）他保険者での経験等から提案者が有するノウハウやコンサルティング力 

  （イ）その他仕様書にない業務として、計画策定時に実施することが効果的と考える業務の 

提案（本項目による提案は仕様書に反映させる。なお、参考見積書の金額は変更しな 

い。） 

※ 仕様書に記載の業務の実施方法等を充実させる場合は、【テーマ２】において提案する 

こと（この場合も、仕様書に反映させる予定だが、参考見積書の金額は変更しない。）。 

 

９ 提案書等の作成要領 

提案書等の様式は次に示すとおりとする。 

（１）業務の実施体制、実施方針及び実施方法等を記述する。 

ア 提案書（様式６号） 

イ 業務実施体制（様式７号） 

ウ 業務責任者調書（様式８号） 

エ 担当技術者調書（様式９号） 

オ 業務実施スケジュール（様式 10号） 

※ 対象期間は「１（３）業務期間」のとおりとする。 

（２）参考見積書及び見積金額内訳書（様式は任意） 

※ 限度額内で作成すること。 

※ 消費税及び地方消費税を除く金額を記載すること。 

※ 内訳書は仕様書及び業務内容に基づく詳細なものとすること。 

（３）提案書等の無効 

提案書等について、この要領及び所定の様式に示された条件に適合しない場合は、提案を無効

とすることがある。 

 

10 提案書等の提出方法 

（１）提出書類及び部数 

 ア 提案書等（様式６～10号） 正本１部、副本８部 

正本、副本ともにＡ４サイズ・縦長・左綴（２穴）ファイリングにより提出すること。副

本には提案者名が特定できるような記述をしないこと。 



 

 

イ 見積書及び見積内訳書（様式は任意）各１部 

ウ アの副本の電子データ一式（電磁的記録媒体（CD-R等）にて提出すること。） 

（２）提出先 

   「３ 担当部局」に同じ 

（３）提出方法 

持参（土・日曜日、祝日・休日を除く毎日午前９時から午後５時まで）又は郵送とする。 

（４）提出期限 

   令和７年６月３日（火） 午後５時必着 

なお、期限を過ぎて持参又は到着したものについては無効とする。 

 

11 提出された提案書等の取扱い 

（１）提案書等の著作権は提案者に帰属する。なお、本プロポーザルの契約候補者特定結果に関す

る公表その他東三河広域連合が必要と認めるときは、東三河広域連合は選定事業者の提案書等

の全部又は一部を無償で使用できるものとする。 

（２）本プロポーザルに係る情報公開請求があった場合は、東三河広域連合情報公開条例（平成 27

年東三河広域連合条例第 21 号）に基づき、同条例第 14 条第１項又は第２項による意見書提出

の機会の付与及び提出書類を公開する場合があるものとする。 

（３）提出された提案書等は、本プロポーザルにおける契約候補者の選定以外の目的では使用しな

い。 

（４）提出された提案書等は、返却しない。 

（５）提案書等に含まれる著作権、特許権など日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の

対象となっているものを使用した結果生じた責任は、提案者が負う。 

 

12 提案書等の提出に関する質問及び回答 

（１）質問書（様式４号）に必要事項を記載し、持参又は電子メールにより提出すること。なお、

電子メールにて提出する場合は、開封確認の要求を行うこと。 

（２）質問の受付場所 

「３ 担当部局」に同じ 

（３）質問の受付期間 

提案資格確認結果通知書を受け取った日から令和７年５月 23日（金）午後５時まで 

（４）回答 令和７年５月 27日（火）予定 

   本広域連合ホームページに掲載するので、質問の有無に関わらず確認のこと。 

https://www.east-mikawa.jp/2485.htm 

 

13 評価の手続及び契約候補者の特定 

提出された提案書等について、東三河広域連合第 10 期介護保険事業計画策定支援業務プロポー

ザル評価委員会において下記のように評価を実施し、最も優れている提案者を契約候補者として

特定し、契約締結に向けた手続を行う。 

（１）第１次審査（書面審査） 

提案者が多数の場合には、第２次審査対象者を５者程度に絞り込むものとする。 



 

 

（２）第２次審査（プレゼンテーション及びヒアリング） 

日程 令和７年６月 17日（火） 

時間、場所及び留意事項等については令和７年６月 13日（金）までに別途通知する。 

なお、出席者は３名以内（うち１名は業務を中心的に担当する者が望ましい。）とし、ヒアリ

ング時間は１者あたり 40分程度（説明 25分、質疑 15分程度）を予定している。 

（３）評価基準 

別添「評価基準」による。 

（４） 契約候補者の特定 

ア 提出された提案書等を審査し、最も優れている提案者を契約候補者として、契約締結に

向けた手続を行う。 

イ 提案者が１者であっても、本プロポーザルは成立するものとする。 

ウ 選定委員会各委員の持ち点（160点）を合算した値（満点）の５割を最低基準点とし、各

委員の評価点を合算した値が最低基準点に満たない者は、契約候補者として特定しない。 

なお、提案者が１者の場合は、評価項目「参考見積金額」を除く持ち点（130 点）を合

算した値の５割を最低基準点とする。 

エ 契約候補者と契約締結に至らなかった場合は、次順位の者（最低基準点を満たしている

者に限る。）を新たな契約候補者として手続を行うものとする。 

オ 各委員の合算した評価点が同点だった場合は、審査項目の「企画提案力」において評価

が高い提案書を優先とし、その項目も同点だった場合は、評価表の各得点を参考に評価委

員の合議により優先者を決定する（第１次審査を実施した場合の選定についても同様とす

る。）。 

 

14 評価結果に関する事項 

（１）結果通知書 

契約候補者として、特定又は特定しなかった旨を書面「結果通知書（様式 11号）」により通

知する。 

（２）評価結果の公表 

契約候補者の特定をされた者及び特定理由については、特定後に「第 10 期介護保険事業計画

策定支援業務に係る契約候補者の特定について（様式 12 号）」を東三河広域連合福祉事業部介

護保険課内において配置し、これを閲覧させること及び「３ 担当部局」のホームページにお

いて公表する。 

（３）非特定理由についての説明の請求 

特定されなかった者は、書面により非特定理由についての説明を求めることができる。 

（４）非特定理由についての説明の請求先 

「３ 担当部局」に同じ 

（５）請求期間 

通知をした日の翌日から起算して５日（土・日曜日、祝日・休日を含まない。）以内の午前

９時から午後５時までとする。 

（６）回答 

非特定理由についての説明の請求に対する回答は、請求期間の最終日の翌日から起算して５



 

 

日以内に書面により行う。 

 

15 無効となる提案等 

次に該当する提案は、無効とする。 

（１）実施要領に示した提案資格を有しない者の提案 

（２）提案書等に虚偽の記載をした者の提案 

（３）実施要領に示した提案書等の作成及び提出に関する条件に違反した提案 

（４）見積金額が契約上限金額を超える提案 

（５）評価の公平性に影響を与える行為をした者の提案 

 

16 契約の締結 

（１）本プロポーザルによって契約候補者を特定し、当該業務に係る見積書徴取の相手方とする。 

（２）契約条項及び業務仕様は、特定した契約候補者の提案書による提案内容について契約上限金

額の範囲内で協議し、確定するものとする。 

（３）契約候補者が契約締結までに次のいずれかにより契約が不可能となった場合は、次点の者か

ら順に繰り上がるものとする。 

ア 「２ プロポーザルに参加する者に必要な資格」に記載した要件のいずれかを満たさなく

なったとき。 

イ 提案資格又は提案内容が無効となったとき。 

ウ その他事故等の特別な事由により契約が不可能と認められるとき。 

 

17 その他  

（１）参加意向申出書を提出後に参加を辞退する場合は、辞退届（様式 13 号）を持参（土・日曜日、

祝日・休日を除く毎日午前９から午後５時まで）又は郵送により速やかに提出すること。 

（２）プロポーザルに係る全ての費用は、提案者の負担とする。  

（３）提出後の参加意向申出書及び提案書等の修正、差し替え、追加、削除又は変更は、認めない

ものとする。 

（４）電子メール等の通信事故について、東三河広域連合は一切の責任を負わないものとする。 

（５）特定結果通知をした日から契約締結の日までの期間において、契約候補者となった者が「東

三河広域連合が行う事務又は事業からの暴力団排除に関する合意書」に基づく排除措置を受け

た場合は、契約を締結しないものとする。なお、この場合、東三河広域連合は一切の損害賠償

の責めを負わない。 

（６）契約の履行に当たり、妨害又は不当要求を受けた場合は、発注者に報告するとともに警察へ

被害届を提出すること。これを怠った場合は、契約の相手方としない措置を講じることがある。 

（７）本プロポーザルの手続において使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時

及び計量法（平成４年法律第 51号）によるものとする。 


